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◆ 輸出入・港湾関連情報処理システム
（Nippon Automated Cargo and port Consolidated System）

◆ 税関手続及び入国管理手続、食品衛生手続等の他省庁手続を含む官業務並びに貨物
管理等の民間業務（輸出入等関連業務）を電子的に処理する官民共用のシステム

※輸出入関連省庁：法務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省

◆ 輸出入申告の約９９％を電子的に処理し、ペーパーレス化を実現

◆ １回の入力・送信で輸出入関連手続を行うことができるシングルウィンドウ化を実現

◆ 関税等の自動納付やシステムによる自動許可を可能とし、通関手続に要する時間を短縮

◆ 日本全国をカバーし、２４時間３６５日稼働

◆ 輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社（ＮＡＣＣＳセンター）が運営

NACCSについて
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NACCSに係る統合の経緯
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（財務省）

貿易管理オープン
ネットワーク
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システム
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医薬品等輸入手続
（厚生労働省）

平成22年2月

統合NACCS稼働

平成22年2月
更改FAINS稼働

平成20年10月

更改Sea-NACCS
稼働

Air-NACCS（～H22.2月）

港湾ＥＤＩシステム

（～H20.10月）

FAINS（～H22.2月）

JETRAS（～H22.2月）

Sea-NACCS（～H20.10月）

乗員上陸許可支援システム
（～H20.10月）

平成20年10月
更改ANIPAS稼働

ANIPAS（～H20.10月）

平成20年10月
更改PQ-NETWORK稼働

PQ-NETWORK（～H20.10月）

平成25年10月

NACCSとの統合

平成29年10月

第6次ＮＡＣＣＳ稼働

平成26年11月 稼働
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（単位：時間）

輸入通関手続の所要時間調査集計結果の推移（海上貨物）

4



7.4 

7.0 

5.5 

1.2

2.6

3.5

3.5

6.7

7.5

8.6

8.7

5.1 

6.0 

10.1 

12.8

14.0

21.6

27.3

37.9

34.6

42.7

41.6

0.3 

0.3 

0.4 

0.4

0.4

0.6

0.7

1.8

1.6

1.6

2.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

第11回

（平成27年）

第10回

（平成24年）

第９回

（平成21年）

第８回

（平成18年）

第７回

（平成16年）

第６回

（平成13年）

第５回

（平成10年）

第４回

（平成8年）

第３回

（平成5年）

第２回

（平成4年）

第１回

（平成3年）

申告～許可入港～搬入 搬入～申告
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13.4時間(0.6日)
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輸入通関手続の所要時間調査集計結果の推移（航空貨物）
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我が国の認定事業者（AEO：Authorized Economic Operator ）制度

・ 財務省・税関と民間事業者とのパートナーシップの構築
・ 国際物流の一層の円滑化とセキュリティ確保との両立

⇒ 我が国の国際競争力を強化 （その後、対象事業者、メリットを順次拡大）

国際競争力向上等のため
税関手続簡素化等の物流円滑化の推進

米国で発生した同時多発テロ以降、各国にて
国際物流におけるセキュリティ対策の強化 背景

２．税関は、ＡＥＯ事業者に対して、適正な税関手続と貨物管理を行う者として、
簡素化・迅速化した税関手続を提供 (※2)

１．ＡＥＯ制度に参加する事業者は、自社が関与する物流において
① 税関手続等に関する法令を遵守すること （コンプライアンス遵守）
② 取扱貨物の安全を確保していること （セキュリティ管理）
を税関と共にあらかじめ確認 (※１)

ＡＥＯ制度とは

運送者

保税地域

通関業者

輸出入者

税 関

製造者
倉庫業者

パートナーシップ税 関

ＡＥＯ制度の対象となる事業者（計641者）

製造者

－

（平成29年10月1日現在）

輸出者

242者

倉庫業者

129者

運送者

7者

通関業者

170者

輸入者

93者

○ 貨物、輸送、敷地等のセキュリティ確保

○ 内部監査

○ 委託先管理

○ 税関との連絡体制、社内連絡体制

○ 教育・訓練の体制

※1 ＡＥＯ制度が求める具体的要件例

AEO事業者が取り扱う貨物には、「盗難・すり替え・差し込
み」がされない体制整備が必要

※2 ＡＥＯ事業者に対する緩和措置例

○ 輸入手続：貨物の国内到着前に輸入許可を受けることが

可能

○ 輸出手続：貨物が自社倉庫等にある状態で輸出許可を

受けることが可能

○ 保税運送手続：運送ごとの保税運送承認が不要

○ 新たな保税蔵置場等を設置する場合、税関の許可が

不要（税関への届出のみ）

○ 税関に届け出た倉庫等における保税地域許可手数料が免除

○ 通関業者は、特定の税関官署の管轄区域内に蔵置されている
貨物について、予め選択した税関官署に輸出入申告を行うこと
が可能

国際標準に則ったAEO制度を導入（平成18年3月）

ＡＥＯ制度

6

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・申告官署自由化の前提となるＡＥＯ制度とは、税関がコンプライアンス遵守やセキュリティ管理の優れた事業者を認定・承認し、簡素化した税関手続を提供することで、適正・迅速な税関手続を両立させる制度。



一般的な輸出申告による輸出通関

特定輸出者制度による輸出通関

輸出者の工場・倉庫等

輸出者の工場・倉庫等

審
査
及
び
検
査

コンテナーヤード
（保税地域）

船積み

必
要
な
検
査

コンテナーヤード（保税地域）

船積み

審

査

輸

出

申

告

輸

出

申

告

輸

出

許

可

輸

出

許

可

搬

入

搬

入

ＡＥＯ制度（特定輸出者制度）

特定輸出者制度の概要
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一般的な輸入申告による輸入通関

輸入者の工場・倉庫等

必
要
な
検
査

コンテナーヤード（保税地域）

入港

審

査

輸

入

申

告

輸

入

許

可

引

取

ＡＥＯ制度（特例輸入者制度）

特例輸入者制度の概要
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税

特例輸入者制度による輸入通関

輸入者の工場・倉庫等

入港

輸

入

申

告

輸

入

許

可

引

取

審

査

コンテナーヤード（保税地域）

納

税

事前の申告も可能



【自由化前】

自
由
化

貨物

輸出入者

通関業者

X税関
Ａ官署

Y税関
Ｂ官署

非蔵置官署
（Ｙ税関）

【自由化後】

申告

貨物

（ＡＥＯ）
輸出入者

（※）

（ＡＥＯ）
通関業者

（※）

X税関
Ａ官署

Y税関
Ｂ官署

蔵置官署（Ｘ税関）に加え、非蔵置官署（Ｙ税関）に対しても輸出入申告を可能とする。（関税法の改正）

そのため、通関業の営業区域制限を廃止する。（通関業法の改正）

蔵置官署
（Ｘ税関）

蔵置官署
（Ｘ税関）

関税定率法等の一部を改正する法律が平成28年3月に成立。自由化実施に伴い通達を改正。
本年10月8日より施行。

（※）「輸出入者」または「通関業者」がＡＥＯである場合。

輸出入申告官署の自由化

申告（選択可能）

（ＡＥＯ）
通関業者

（※）

非蔵置官署
（Ｙ税関）
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